
■ 2021 年度　 事業報告書  （ 単位： 百万円）

事業名称 事業実績等 予 算 実 績 差 異

１  

第
３
期
認
証

評
価
へ
の
対
応

1） 第 3 期認証評価の受審

2） 内部質保証の実質化

1）  「 自己点検・ 評価及び内部質保証推進委員会」 が

中心と なり 、「 認証評価委員会」 が実作業を 担い、

全学的な 協力体制の下、 実地調査に適切に対応

し ま し た。

2）  「 自己点検・ 評価及び内部質保証推進委員会」 の

下に、新たに「 教学課程委員会」 を 設置し まし た。

5 .5

−

5 .7

−

-0 .2

−

２  

教
育
力
の

強
化

1）  教学マ ネジ メ ン ト 体制の整備と 学生

の学修実態と 成果の把握

2）  能動的学修の拡大、 自律学修支援の

推進

1）  「 遠隔授業等に関する アン ケート 」 及び「 外国語

教育に関する アン ケート 調査」 を 実施し ま し た。

2）  LM S（ 学習管理シス テ ム） 等を 利用し た こ と に

よ り 、 遠隔授業等で利用でき る 教材が蓄積さ れ、

今後の自律学修の基礎を 形成し まし た。

−

19 .4

−

2 2 .8

−

-3 .4

３  

学
生
支
援

の
強
化

1）  学生サポート 体制の整備 1）  「 ハラ スメ ン ト の防止に関する 行動規範」 を 制定

する と 共に、 学生サポート 体制の整備と し て 、

障がいのある 学生等を 組織横断的に支援する「 学

生支援連絡会」 を 設置し 、 支援を 希望する 学生

を 把握する 調査を 実施し ま し た。 また、『 障がい

のある 学生支援ハン ド ブ ッ ク 』 を 作成し ま し た。

− − −

４  

入
試
制
度

の
強
化

1）  学生数の確保と 厳格な定員管理

2）  志願者数の確保

1）  繰り 上げ合格制度の効果的活用に努めまし た。

2）  新た に「 外検 + （ プ ラ ス ）」 型入試方式を 導入し

ま し た。 コ ロ ナ感染防止等、 受験生への配慮の

ため、 入試開始時刻を 繰り 下げまし た。

−

87 .7

−

76 .0

−

1 1 .7

５  

国
際
化

推
進

1）  「 国際化推進のためのアク ショ ン プ ラ

ン 」 の立案と 実行

1）  「 国際化推進のた めのア ク シ ョ ン プ ラ ン 2021」

が提出さ れ、 そ の年次計画に沿い、 オン ラ イ ン

留学を 含む各種プラ ン 実施に向け検討し ま し た。

3 .4 0 .5 2 .9

６ 

組
織
人
事

1） 同一労働同一賃金の影響検証

2） IR 実施体制の整備を含む組織再編

3）  給与・ 人事関係制度の検討

1）  検証結果を 踏ま え、 就業規則等の一部改正を 行

いま し た。

2）  次年度以降の継続事項と し ます。

3）  次年度以降の継続事項と し ます。

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

７  

施
設
の
適
正
維
持
管
理
と

資
産
の
有
効
活
用

1）  既 存 施 設 設 備のメ ン テ ナン ス（ 予 防

保全 型管理への転 換）

2） 大学取得用地の施設建設計画の策定

3）  所有不動産の整理（ 新甲子セミ ナーハ

ウス）

４）  法科大学院修了生学修支援講座終了

後の 4 棟跡地の利用検討

1）  天野貞祐記念館 GHP の更新は、 世界的なサプライ

チェーンの混乱により一部の実施が先延ばしとなりまし

た。 なお、 引き続き中長期的に予防保全型管理によ

り効率的・ 効果的に進めます。

2）  獨協大学セミ ナーハウス（ 仮称） の設計が完了し 、

年度末に起工式を実施し 、 建設に着手しました。

3）  新甲子セミナーハウス解体と土地売却、 併せて八丈

島の所有地売却に関する具体的検討をしました。

4）  一部教室等の継続利用の他、 アーカイブ 資料の保

管施設、 会議室等に利用することになりました。

2 31 .7

3 0 .0

2 0 .0

ー

145 .1

3 9 .0

ー

ー

86 .6

-9 .0

2 0 .0

ー

８ 

財
　
務

1） 新たな寄付金募集事業の策定と実施

2） 収支構造の転換

1）  事業継続のための検討部会を 設置し まし たが具体

的な事業計画の立案までには至り ませんでし た。

2）  支出経費に関する 検証を 行う 会社と 契約を 結び、

支出の適切性を 客観的に確認する 作業を 開始し

まし た。

2 .5

ー

0 .3

ー

2 .2

ー

９  

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス

感
染
症
防
止
対
策

1） 遠隔授業支援

2） 感染リスク回避策

1）  遠隔授業を 支えるシステム等の環境強化をし まし

た（ M anaba、 Zoom、 W ebex 等の運用、 各種シ

ステム環境の強化等）。

2 ）  遠隔授業拡大期間の延長、 学生証読取シ ス テ ム

利用によ る 入構する 学生の把握、 獨協医科大学

埼玉医療セ ン タ ーの協力によ り 、 ワク チ ン 職域

接種を 2 回実施する など感染回避に努めまし た。

45 .6

2 5 .6

2 6 .7

3 .9

1 8 .9

2 1 .7



■ 2022 年度　 主要事業計画書 （ 単位： 百万円）

事業名 事業内容 2022年度予算

１  

第
３
期
認
証

評
価
へ
の
対
応

1）  第 3 期認証評価の受審結果への対応

2） 内部質保証サイ ク ルの確立

1）  大学基準協会によ る 第3 期認証評価の受審後の「 改善課題」

及び指摘事項への対応

2）  「 獨協大学内部質保証方針」 に則っ た内部質保証の実質化

への取り 組み

ー

 

ー

合　 計 0 .0

２ 

教
育
力
の
強
化

1）  現行カ リ キュ ラ ムの改正準備

2）  オン ラ イ ン 教育の活用

3）  自律学修支援の推進

4）  学生の学修実態と 成果の把握

1）  2 0 2 4 年度施行予定の新カ リ キュ ラ ムに向けた 現行カ リ

キュ ラ ムの抜本的見直し

2）  対面授業にオン ラ イ ン 教育を 組み合わせる こ と によ る 教

育効果の向上

3）  ソ フ ト ・ ハード 両面における ア ク テ ィ ブ・ ラ ーニ ン グ型

授業の推進によ る 教育力の強化

4）  教学マ ネジ メ ン ト の確立に不可欠な「 学修成果・ 教育成

果の把握、 可視化」 への取り 組み

ー

18 .1

2 2 .8

ー

合　 計 40 .9

３  

学
生
支
援

の
強
化

1）  学生サポート 体制の整備 1）  「 支援を 必要と する 学生へのサポート 体制整備検討部会答

申」 に基づいた学生支援連絡会によ る 施策の検討と 具現

化

1 .4

合　 計 1 .4

４ 

入
試
制
度
の
強
化

1） 学生数の確保と 厳格な定員管理

2） 志願者数の確保

3）  広報力の強化

1） 目標入学者数の確保のため、 繰上合格制度の効果的活用

2）  魅力ある 大学案内、 オープ ン キャ ン パス の充実、 学外説

明会・ 高校訪問への積極的参加、 W eb の充実他によ る 総

合的入試戦略の強化（ 目標 20 ,0 0 0 人）

3）  広報の費用対効果を 高める ための入試広報と 大学広報の

効果的統合

ー

58 .9

9 1 .7

合　 計 15 0 .6

５  

国
際
化

推
進

1）  「 獨協大学の国際化推進のた めのア ク

ショ ン プラ ン 2 021」 の推進

1）  大学の国際化の推進に関する 2022 年度計画の遂行 10 .7  

合　 計 10 .7

６ 

組
織
人
事

1） 組織再編

2）  諸手当、選択定年退職者の特別加算「 率」

の見直し と 再雇用制度の新設検討

1） 組織再編の検討と 実施（ IR 実施体制の整備を 含む）

2）  諸手当、選択定年退職者の特別加算率の見直し 、高齢者雇用

安定法施行等社会の変化に合せた再雇用制度の新設検討

ー

ー

合　 計 0 .0

７  

施
設
の
適
正
維
持
管
理

と
資
産
の
有
効
活
用

1）  既存施設設備のメ ン テ ナン ス

2） 大学取得用地施設の建設と 運用準備

3）  遊休用地・ 施設の整理

1）  計画的メ ン テナンスの実施による施設の適切な維持管理（ 主

に G H P(A 棟） を中心にその他経年による更新を実施）

2 ）  獨協大学セミ ナーハウス（ 仮称） の建設と 運用計画の策定

3 ）  新甲子セミ ナーハウス解体及び同用地売却

八丈島の用地売却

30 8 .5

6 0 0 .0

1 2 0 .0

4 0 .0

合　 計 1 ,0 6 8 .5

８ 

財
　
務

1）  新規寄付金募集開始

2） 経常費補助金の獲得拡大

3）  学納金改定に向けた準備

1）  新たな寄付金募集事業の実施

2 ）  主に「 教育の質に係る 客観的指標」 における 着実なポイン

ト 加算

3 ）  学納金改定に向けての調査及び制度設計

3 .0  

ー

ー

合　 計 3 .0

９ 

そ
の
他

1） SDGsへの取組み

2）  大学全額出資会社獨協ア カ デ ミ ッ ク  

サポ ー ト サー ビ ス 株式会社（ DASS）

の積極的活用

1） 埼玉県SD Gsパート ナー登録後の啓発を 含む各種取り 組み

2 ）  現行業務の見直し と 、 DASS への新たな委託業務の選定

1 .5  

1 7 9 .1

合　 計 18 0 .6


